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 鉄筋コンクリート橋脚における軸方向鉄筋の伸び出し変位の計測方法には，橋脚基部表面に変位計をセ

ットして間接的に計測する簡易な方法と，軸方向鉄筋にワイヤー等を取り付け直接的に計測する方法の二

通りがある．これら計測方法の違いにより，実験結果に違いが生じる可能性があるため，本研究では，別

途実施した鉄筋コンクリート橋脚の正負交番載荷実験において，上記二通りの計測方法で伸び出し変位を

計測し，その結果について比較，検討を行った． 
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１．はじめに 
  
鉄筋コンクリート橋脚の塑性変形性能を縮小模型供試

体に対する正負交番載荷実験に基づいて検証する場合，

実験結果の事後評価を適切に行うために，柱躯体の曲げ

による変位と軸方向鉄筋のフーチングからの伸び出しに

よって生じる変位を分離できるように計測計画を企てて

おく必要がある1),2),3)．正負交番載荷実験において，軸方

向鉄筋の伸び出し変位を計測する方法としては，フーチ

ング上面とその少し上方の柱断面に変位計を設置し間接

的に計測する簡便な方法が多用されているが，この他に

も軸方向鉄筋にワイヤー等を取り付けて直接的に計測す

る方法も提案されている4)．計測原理に基づけば，後者

の手法の方がより信頼性のある伸び出し変位を計測する

ことが可能と考えられる．その一方で，従来より広く用

いられてきている前者の手法による伸び出し変位の計測

値との間に違いが生じることが考えられるが，この点に

ついては明確に検討されていない． 
そこで本研究では，著者らが別途実施した鉄筋コンク

リート橋脚の正負交番載荷実験において，上記二通りの

計測方法の両方を用いて軸方向鉄筋の伸び出し変位を計

測し，その結果について比較，検討を行った． 
 
  
２．実験の概要 
 
(1) 実験に用いた供試体 

 本研究で対象とした実験供試体は，図-1に示すように

断面寸法が600mm×1200mmの長方形の4角を切り落とした

8角形断面で，基部から載荷点までの高さが3010mmのＲ

Ｃ橋脚模型である．この供試体は別の研究目的のために，

帯鉄筋を楕円状に曲げてインターロッキング配置とし，

それに沿うように軸方向鉄筋を配筋している．軸方向鉄

筋にはD10を用いており，それが高さ700mmのフーチング

に定着されている．なお，軸方向鉄筋の降伏点は

377.6N/mm2，引張強度は507.1N/mm2，フーチング部のコン

クリートの圧縮強度は38.0N/mm2である． 

 

(2) 伸び出し変位の計測方法 

 軸方向鉄筋の伸び出し変位の計測方法としては，図-2
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に示すように2つの方法で同時に行った． 

一つ目の計測方法(以下、「Ａ方法」と呼ぶ)として，

圧縮縁ならびに引張縁となる両面において，フーチング

上面と基部から高さ37mmの区間の相対変位を変位計によ

って計測した．この計測方法は，軸方向鉄筋の伸び出し

を間接的に計るものであり，計測区間における鉄筋の伸

びも計測値に含まれることに注意を要する．また，この

方法では載荷実験の進展に伴う供試体の損傷の影響を受

けやすい．このため，供試体製作時にねじ切り鋼棒と断

面に貫通させて内部コンクリートに定着させるとともに，

かぶりコンクリートと鋼棒の付着は発泡スチロールによ

り絶縁することでかぶりコンクリートの剥離などに伴う

鋼棒の変形を防止した． 

 二つ目の方法(以下，「Ｂ方法」と呼ぶ)として，橋脚

とフーチングの接合断面において，最外縁に配置された

軸方向鉄筋にワイヤーを固定させて直接伸び出し変位を

計測した．この方法は，図-2に示すように，鉄筋に固定

したワイヤーをシース管を用いてフーチングの外に出し，

このワイヤーの出入りを変位計によって測定するもので

ある．この方法では，ワイヤーとシース管との摩擦が大

きいと正確な値が得られない可能性があるため，本実験

では，内部にポリエチレン管を内蔵し摩擦の小さい自転

車の変速機用ワイヤーシースを使用した．また，計測に

用いた変位計は，センターホール型で内部にワイヤーを

通すことができる構造のものである． 

 

 

３．実験結果および計測方法が実験結果に及ぼす

影響 

 

(1) 正負交番載荷実験の結果の概要 

 図-3は，本研究で対象とした供試体における水平力－

水平変位関係の履歴曲線を示したものである．損傷の進

展状況としては，水平ひびわれの進展が5δyの変形まで

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 実験供試体断面の諸元 
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図-2 伸び出し変位の計測方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 水平力－水平変位の履歴曲線 
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図-4 軸方向鉄筋の伸び出し変位の時刻歴 
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続き，6δyの2サイクル目を載荷中に基部から230mmの範

囲で軸方向鉄筋の座屈に伴ってかぶりコンクリートが剥

落した．この段階でのかぶりコンクリートの剥落は圧縮

側の面全体で生じているのではなく，軸方向鉄筋のかぶ

り厚さが最も小さくなっている2箇所で生じた． 

 

(2) 軸方向鉄筋の伸び出し変位の時刻歴挙動 
 図-4は，Ａ方法ならびにＢ方法で計測した軸方向鉄筋

の伸び出し変位の時刻歴挙動を示したものである．ここ

では，圧縮縁ならびに引張縁となる面のうち先に引張を

受ける側をＰ面，圧縮を受ける側をＭ面と呼んでいる．

この図からわかるように，Ａ方法，Ｂ方法とも，正負交

番繰返し載荷に伴って軸方向鉄筋の伸び出しならびに押

しもどしの挙動が計測されており，計測治具の摩擦の影

響は生じていない．また，載荷変位が進展するにつれて

Ｐ面，Ｍ面とも伸び出し変位が残留してきている様子も

わかる．ただし，Ａ方法においては， 7δyの載荷ステッ

プにおいて変位計及び計測治具に剥落したかぶりコンク

リートが接触したため，それ以降の計測ができなくなっ

ている． 
 また，Ｂ方法による計測値は，Ａ方法による計測値の

ほぼ半分となっている．これは，Ａ方法による計測値に

は変位計測区間における鉄筋の伸び分も含まれているこ

とが大きな要因と考えられる．また，Ｂ方法では，6δy

以降，伸び出し変位の振幅が小さくなっている．これは，

6δyの載荷により軸方向鉄筋が座屈してかぶりコンクリ

ートが剥落し，柱断面に変形が集中した現象に適合して

いると考えられる．このような挙動は，Ａ方法による計

測では確認できない． 

 

(3) 伸び出し変位－載荷点変位の関係 

図-5は，伸び出し変位－載荷点変位の関係について，

Ａ方法とＢ方法を比較したものである．いずれの計測方

法とも，載荷点変位と伸び出し変位の間には概ね正比例

の関係があることがわかる．ただし，Ａ方法による計測

値のほうがＢ方法によるものよりも大きいが，これは前

述したような理由によると考えられるので，計測区間内

における軸方向鉄筋のひずみから，次式により柱断面内

の軸方向鉄筋の伸び分の変位を算出することにより補正

を行うことができる． 

 

 l⋅=∆ ε          (1) 

 

ここに， 

 ∆ ：Ａ方法計測区間の軸方向鉄筋の伸びによる変位 

 ε ：Ａ方法計測区間における軸方向鉄筋のひずみ 

 l  ：Ａ方法における計測区間長 

 

 ただし、今回の実験では，計測対象とした軸方向鉄筋

にはＢ方法用のワイヤーを取り付けていたため，Ａ方法

における計測区間内の位置でひずみの計測ができなかっ

た．そのため，直近のひずみゲージである，基部から30

ｍｍ下の位置に貼付したものによる計測値を用いて，式

(1)により補正を行ってみた．なお，3δy以降はひずみ

ゲージの不具合により計測ができていなかったため，3

δy以降のひずみ値は直線補完により推定した値を用い

た．伸び出し変位についてほぼ同様の傾向は得ることが

できたが，ひずみ値が正確に計測できなかったことから，

一致するまでには至らなかった． 

 

(4) 橋脚基部の回転による水平変位と載荷点変位の関係 

 正負交番載荷実験は，一般に変位制御で行われるが，

載荷点で与えらる水平変位は，橋脚の曲げ変形による変

位と軸方向鉄筋の伸び出しによる基部の回転による変位

に分解される．ここで，載荷点における軸方向鉄筋の伸

び出しによる水平変位の成分は，式(2)により算出され

る． 

 

L⋅= θδθ          (2) 
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図-5 伸び出し変位－載荷点変位の関係          図-6 伸び出しによる水平変位の比率 
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ここに， 

 θδ ：軸方向鉄筋の伸び出しによる水平変位 

 θ ：橋脚基部の回転角 

 L ：橋脚基部から載荷点までの高さ 

 

 図-6は，式(2)より算出した軸方向鉄筋の伸び出しに

よる水平変位と載荷点における水平変位の関係を両計測

方法で比較したものである．これより，Ａ方法の計測値

から求めた伸び出しによる水平変位の比率は，Ｂ方法に

よるものよりも全体的に5～7割大きいことがわかる． 

  

(3) 橋脚基部における曲げモーメント－回転角の関係 

 図-7は，両計測方法による計測値から算出した，橋脚

基部における曲げモーメントＭ－回転角θの関係の履歴

曲線を示したものである．Ａ方法によるＭ－θ関係を見

ると，Ｂ方法によるものよりも基部の回転によるエネル

ギー吸収が大きいが，これは橋脚の曲げ変形によるエネ

ルギー吸収が少なからず含まれているためである。 

 また，Ｂ方法によるＭ-θ関係では，正負交番載荷に

おいて先に引張を受ける回転方向に，残留回転角が生じ

ていることがわかる． 

 

 

４．まとめ 

 

 本研究では，鉄筋コンクリート橋脚における軸方向鉄

筋の伸び出し変位の計測方法について検討することを目

的として，別途実施した鉄筋コンクリート橋脚の正負交

番載荷実験において二通りの計測方法により軸方向鉄筋 

の伸び出し変位を計測し，その結果について比較，検討

を行った．本検討により得られた知見を以下に示す． 
・Ａ方法では，計測値に計測区間における鉄筋の伸び分

が含まれてしまう．断面高さが600ｍｍの柱に対して

計測区間を37ｍｍとした場合でも，伸び出し変位はＢ

方法よりも約2倍として計測された． 
・今回の実験では適切な位置にひずみゲージがなかった

ため正確な補正を行うことができなかったが，Ａ方法

の変位計測区間における鉄筋のひずみを計測すること

により，鉄筋の伸び分の補正を行うことができれば，

Ｂ方法と同等の結果を得ることが出来ると考えられる． 
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図-7 橋脚基部におけるＭ-θ関係 


